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財
政

平
成
29
年
度
会
計
の
決
算
を
報
告
し
ま
す

一
般
会
計
の
決
算
が
確
定
し
ま
し
た

　
平
成
29
年
度
決
算
の
収
支
は
、
約
19
億
円

の
黒
字
に
な
り
ま
し
た
。
前
年
度
と
比
較
す

る
と
、
歳
入
が
約
31
億
円
、
歳
出
が
約
30
億

円
増
加
し
ま
し
た
。

歳
入

　
歳
入
の
中
心
で
あ
る
市
税
は
、
法
人
市
民

税
と
た
ば
こ
税
が
減
少
し
ま
し
た
が
、
給
与

所
得
の
増
に
よ
り
個
人
市
民
税
が
増
加
し
ま

し
た
。
こ
の
ほ
か
、
地
方
交
付
税
や
前
年
度

か
ら
の
繰
越
金
は
減
少
し
ま
し
た
が
、
市
債

や
基
金
か
ら
の
繰
入
金
、
県
支
出
金
が
増
加

し
た
た
め
、
歳
入
総
額
は
増
加
し
ま
し
た
。

歳
出

　
Ｉ
Ｃ
Ｔ（
情
報
通
信
技
術
）を
活
用
し
た
観

光
施
策
の
推
進
や
農
業
分
野
へ
の
支
援
、
産

業
振
興
、
企
業
誘
致
、
子
育
て
支
援
な
ど
の

取
り
組
み
を
重
点
的
に
行
い
地
域
の
活
性
化

を
図
り
ま
し
た
。

　
主
な
増
額
要
因
は
、
河
東
学
園
中
学
校
の

建
設
工
事
や
電
子
黒
板
の
導
入
な
ど
に
よ
る

教
育
費
の
増
加
で
す
。ま
た
、Ｉ
Ｃ
Ｔ
オ
フ
ィ

ス
の
環
境
整
備
や
戊
辰
１
５
０
周
年
に
向
け

た
事
業
、
神
明
通
り
の
ア
ー
ケ
ー
ド
設
置
へ

の
支
援
な
ど
に
よ
り
商
工
費
が
増
加
し
ま
し

た
。
さ
ら
に
、
大
雪
に
伴
う
除
雪
対
策
に
よ

り
土
木
費
が
増
加
し
ま
し
た
。

◉
問
い
合
わ
せ
…
財
政
課（
☎
39
・
１
２
０

３
）

歳入総額の内訳と割合
内訳 収入済額 割合

市税 １５３億６，３６９万円 ２９．１％
地方交付税 １０６億　３３１万円 ２０．１％
国庫支出金 ８４億５，０６６万円 １６.０％
市債 ４９億２，５６０万円 ９．３％
県支出金 ４１億９，１９６万円 ８．０％
地方消費税交付金 ２２億９，６５２万円 ４．４％
繰越金 ２０億４，９０５万円 ３．９％
そのほか ４８億４，９０２万円 ９．２％

合計 ５２７億２，９８１万円 １００％

歳出総額の内訳と割合
内訳 支出済額 割合

民生費 １９９億２，９３８万円 ３９．４％
教育費 ５８億６，８７４万円 １１．６％
土木費 ５３億６，２５０万円 １０．６％
総務費 ４９億８，８１１万円 ９．８％
公債費 ４５億４，０８７万円 ９．０％
衛生費 ３２億　８２２万円 ６．３％
商工費 ３１億５，２２２万円 ６．２％
消防費 １６億２，３４５万円 ３．２％
農林水産業費 １４億７，７０２万円 ２．９％
議会費 ３億９，２８６万円 ０．８％
そのほか（労働費など） ９，７１４万円 ０.２％

合計 ５０６億４，０５１万円 １００％

特別会計の平成２９年度決算
会計区分 歳 入 歳 出

国民健康保険 １４５億７，２０２万円 １４２億  ３９０万円
湊町簡易水道 １，１５６万円 ９１１万円
西田面簡易水道 １，０８７万円 ７９３万円
観光施設 ２億９，２１７万円 ２億７，５７０万円
下水道 ３８億６，０３０万円 ３７億９，２７４万円
地方卸売市場 １億２，５３６万円 １億１，９５７万円

扇町土地区画
整理 １１億８，５７７万円 １０億６，７１３万円

農業集落排水 ２億８，０１４万円 ２億６，２８８万円
介護保険 １１４億１，４８４万円 １１１億７，５０５万円
個別生活排水 ２億９，６９４万円 ２億７，２４２万円

三本松地区宅
地整備 １億２，５７２万円 ９３１万円

後期高齢者医療 １２億８，００４万円 １２億４，３１１万円
合計 ３３４億５，５７３万円 ３２４億３，８８５万円

市税の内訳と割合
税目 収入済額 割合

個人市民税 ５４億５，０８１万円 ３５．５％
法人市民税 １１億１，９６６万円 ７．３％
固定資産税 ７４億３，９９７万円 ４８．４％
軽自動車税 ３億   ３６８万円 ２．０％
市たばこ税 ９億４，２０５万円 ６．１％
入湯税 １億   ７５２万円 ０．７％

合計 １５３億６，３６９万円 １００％

9

歳出の主な事業
費用 内訳

民生費

▼子育て支援…３４億７，５０５万円 ▼ 障が
い者支援…１９億３，５７５万円 ▼ 後期高齢
者医療…１６億１，４７１万円 ▼こども医療費
…５億９，９４１万円

教育費 

▼河東学園中学校校舎の建設…１８億２，
００９万円 ▼学校施設の耐震化…１億８，９
１０万円 ▼城北小学校校舎の建て替え…
１億４，１４６万円 ▼ あいづっこ学力向上
推進事業…５，８０９万円

土木費 ▼ 除排雪の対策…１２億７２７万円 ▼ 城前
団地の建て替え…２億９，５２９万円

総務費 ▼公共交通の活性化…１億３，２０９万円

▼地方創生推進事業…７，２２０万円

衛生費　 ▼廃棄物の収集や処理…５億６，８０９万
円 ▼予防接種…３億１，１７９万円

商工費　

▼ＩＣＴオフィスの整備…１０億４，５００万円
▼ 商業地域活性化事業…３億７，３４８万

円 ▼ 企業誘致の促進…２億２，７２６万
円 ▼ 戊辰１５０周年に向けた事業…
１億１，８６８万円

消防費　 ▼消防施設の整備…５，４０７万円

農林水産業費　

▼ 農 業 応 援 総 合 プ ロ デ ュ ー ス 事 業
…３，８９６万円 ▼ 農業情報化の推進…
１，５９７万円

災害復旧費 ▼文化施設の災害復旧…３，５２２万円

市
の
財
政
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

財
政
指
標
は
お
お
む
ね
健
全
で
す

　
平
成
29
年
度
決
算
で
は
、
財
政
健
全
化
法

で
規
定
さ
れ
る
全
て
の
比
率
が
法
律
で
定
め

る
範
囲
内
に
収
ま
っ
て
い
る
た
め
、
市
の
財

政
指
標
は
お
お
む
ね
健
全
で
す
。
今
後
、
人

口
の
減
少
な
ど
に
よ
り
、
収
入
の
減
少
が
予

想
さ
れ
ま
す
が
、
安
定
し
た
行
政
サ
ー
ビ
ス

を
提
供
で
き
る
よ
う
、
事
業
な
ど
の
見
直
し

に
よ
る
歳
出
の
削
減
や
、
決
算
の
剰
余
金
の

積
み
立
て
に
努
め
て
い
き
ま
す
。

◉
問
い
合
わ
せ
…
財
政
課（
☎
39
・
１
２
０

３
）

市債残高の推移から見る
　市債とは、公共施設や道路などの整備に充てるための

市の借入金です。借り入れ後５年から３０年かけて返済

していきます。この毎年の返済額が公債費です。

財政調整基金残高の推移から見る
　財政調整基金とは、財源が不足する事態や災害などに

対応するため、自治体が積み立てる「貯金」のようなもの

です。その額は、標準財政規模の１０％程度が適正といわ

れています。市では毎年、決算による剰余金の積み立て

に努めています。

経常収支比率の推移から見る
　「経常収支比率」とは、人件費や公債費などの毎年決まって支

出する経費を、市税や普通交付税などの毎年決まって入ってく

る収入額で割ったものです。この比率は自治体の財政の弾力性

を示し、この数値が低いと新たな行政需要に対して自治体が柔

軟に対応できることを示しています。平成２９年度の本市の比

率は、歳入における地方消費税交付金や臨時財政対策債の増加

などにより改善しています。

【本市の財政状況を示すそのほかの指標】

経常収支比率の推移
年度 比率

平成２５年度 ９０．６％
平成２６年度 ８９.８％
平成２７年度 ８７.４％
平成２８年度 ８９．４％
平成２９年度 ８９．３％

類似団体の平均（参考） ９３．７％
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市の財政を健全化判断比率から見る
　健全化判断比率とは、実質的な赤字や資金不足額、

公債費などを標準財政規模の額で割ったものです。財

政健全化法では、「早期健全化基準」・「財政再生基準」

を定め、この基準を超えた自治体に対して、財政の早

期健全化や財政の再生に取り組むことを義務付けてい

ます。市の各種比率は、全て基準内に収まっています。

しかし、実質公債費比率は、類似団体の平均と比べる

と、やや高い水準にあるため、今後も健全な財政運営

のために公債費の適正な管理に努めていきます。

公営企業の経営を資金不足比率から見る
　資金不足比率とは、公営企業の事業規模に対する資

金の不足額の割合です。公営企業の資金不足比率が財

政健全化法の基準以上となる場合は、公営企業の経営

の改善に取り組まなければなりません。本市には、資

金不足比率が基準以上となる公営企業がないため、お

おむね健全な経営が行われているといえます。

健全化判断指数

項目
２９年度

決算
２８年度

決算
早期健全

化基準
財政再生

基準
類 似 団
体平均

実質赤字比
率 ー ー １１．８８％ ２０．００％

連結実質赤
字比率 ー ー １６．８８％ ３０．００％

実質公債費
比率 ７．３％ ８．８％ ２５．００％ ３５．００％ ４．７％

将来負担比
率 ３１．７％３０．３％ ３５０．０％ ２５．１％

＊実質赤字額が生じていないため「ー」と表記

財
政

市債残高の推移
区分 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

一般会計
（うち 臨時財
政対策債）

４１２億円
（１９８億円）

４０９億円
（１９９億円）

４１６億円
（２０２億円）

特別会計 ２６３億円 ２５２億円 ２４３億円
水道事業 １０６億円 １１４億円 １１４億円

総額 ７８１億円 ７７５億円 ７７３億円

財政調整基金の推移
平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

基金残高 ３３億８，４３５万円 ３２億８，８９３万円 ２７億９，２９９万円
標準財政
規模に対
する比率

１１．６％ １１．４％ ９．８％

〔表中の語句説明〕

▼実質赤字比率…一般会計などの実質
的な赤字額の標準財政規模に対する比
率

▼ 連結実質赤字比率…自治体の全ての
会計の実質赤字額の標準財政規模に対
する比率

▼ 実質公債費比率…自治体が負担する
公債費の標準財政規模に対する比率

▼ 将来負担比率…自治体が将来にわた
り負担する債務の標準財政規模に対す
る比率

▼ 類似団体…総務省が全国の市町村を
人口規模や産業構造などでグループに
分類。本市が属するグループは本市を
含めて５０市で構成

河東学園中学校の新
校舎が完成しました

いろいろ
市政情報

※１

※１　標準財政規模…合理的・妥当な水準で行政を行うための標準的な一般財源の規模
※２　臨時財政対策債…地方交付税の代替措置として発行する地方債。元利償還金相当額は、後年度の地方交付税の算定の中で全額が算入される

※２

＊

＊ ＊

＊
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歳入の内訳と割合
内訳 収入済額 割合

国民健康保険税 ２３億４，７８２万円 １６．１％
国庫支出金 ３３億４，３７２万円 ２２．９％
県支出金 ６億２，５１２万円 ４.３％
ほかの保険からの
給付金 ３３億１，３８９万円 ２２．７％

繰入金 １３億５，０１４万円 ９．３％
そのほか ３５億９，１３３万円 ２４．７％

合計 １４５億７，２０２万円 １００％

歳出の内訳と割合
内訳 支出済額 割合

保険給付費 ８０億６，９３０万円 ５６．８％
後期高齢者支援金等 １５億２，６９５万円 １０．７％
介護納付金 ６億４，７９１万円 ４．６％
そのほか ３９億５，９７４万円 ２７．９％

合計 １４２億   ３９０万円 １００％

被保険者の状況
区分 平成２８年度 平成２９年度

加入状況
（年間平均）

世帯数 １８，０７０世帯 １７，４４１世帯
被保険者数 ２９，７４３人 ２８，２７６人

医療給付
（１人当たり）

医療費 ３３２，４４８円 ３３６，８７８円
受診件数 １６．５９件 １６．７５件

歳入の内訳と割合
区分 収入済額 割合

保険料 ２２億９，８７０万円 ２０．１％
支払基金交付金 ２９億　８４９万円 ２５．５％
国庫支出金 ２６億８，７８８万円 ２３．６％
県支出金 １６億３，３４６万円 １４．３％
繰入金 １７億３，７７７万円 １５．２％
そのほか １億４，８５４万円 １．３％

合計 １１４億１，４８４万円 １００％

歳出の内訳と割合
区分 支出済額 割合

保険給付費 １００億　  ７２万円 ８９．５％
地域支援事業 ６億３，９２９万円 ５．７％
基金積立金 １億３，３９０万円 １．２％
そのほか ４億  １１４万円 ３．６％

合計 １１１億７，５０５万円 １００％

被保険者数
区分 平成２８年度 平成２９年度

７５歳以上 １８，２７４人 １８，５４７人

６５歳以上７５歳未満 １６，６５３人 １６，９０８人

４０歳以上６５歳未満 ４０，３６４人 ３９，８１０人

医療費が増加しています

　平成２９年度の国民健康保険特別会計は、被保険者

数の減少で歳入・歳出総額が減少する一方、１人当た

りの医療費は、医療の高度化や高齢化などで増えてい

ます。皆さんの負担を増やさないためにも、特定健康

診査を受診し、特定保健指導を受けて、メタボリック

シンドローム（内臓脂肪症候群）を予防・改善しましょ

う。また、ジェネリック医薬品を利用すれば自己負担

も抑えられます。

◉問い合わせ…国保年金課（☎３９ｰ１２４４）

国民健康保険特別会計の平成２９年度決算を報告します

介護保険特別会計の平成２９年度決算を報告します

国
保

介保
護険

介護をみんなで支える仕組み

　本市では、高齢者人口の伸びとともに介護が必要な

人も増えているため、保険給付費は年々増加していま

す。介護保険は、皆さんの納める保険料で支えられて

います。特別な事情がない限り、保険料は忘れずに期

限内に納めましょう。

◉問い合わせ…高齢福祉課（☎３９ｰ１２４２）　

介護サービスの受給者数
区分 平成２８年度 平成２９年度

居宅介護サービス ４，５５４人 ３，６９４人

地域密着型サービス ５６９人 ６０３人

施設介護サービス １，２０２人 １，２８９人

総合事業サービスの受給者数
区分 平成２８年度 平成２９年度

訪問型・通所型サービス １，１３９人

健 康 増 進 課 では、
特定健康診査の結
果を基に特定保健指
導を行っています

食
事
は
ど
の
よ
う

な
も
の
を
中
心
に

食
べ
て
ま
す
か
？

会津みどりホームでは、
利用者の皆さんが楽し
く過ごしています

※総合事業サービス…平成２９年度から、要支援１、２の人が利用していた介護予防訪問介護と介護予防通所介
護サービスが、居宅介護サービスから総合事業サービスに移行しました

※
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　平成２９年中に本市へ寄

せられた寄付金は８２７件、

４９，８３２，７４５円でした。こ

の活用状況は下表の通り

です。

◉問い合わせ…総務課（☎
３９ｰ１２１１）

　公職選挙法の改正に伴い、市議会議員の選挙運動用

ビラの作成費用を公費負担にする制度に関して、皆さ

んからの意見を募集しています。詳しい内容は、選挙

管理委員会事務局や各支所・市民センター、市のホー

ムページで見ることができます。

▼意見の提出方法…選挙管理委員会事務局や各支所・
市民センターにある所定の用紙に記入し、持参か郵

送、ファクス、メールで選挙管理委員会事務局（〒９６５

－８６０１※住所不要、ＦＡＸ３９ｰ１４８０、メール senkan@
tw.city.aizuwakamatsu.fukushima.jp）に提出※用紙は市

のホームページから取得も可 ▼ 締め切り…１１月８日
（木）

◉問い合わせ…選挙管理委員会事務局（☎３９ｰ１３３１）

寄
付

「城下町會津まちづくり寄附
金」の活用内容を報告します

選挙運動用ビラの公費負担に
ついて意見をお寄せください

寄付金の活用内容
用途 件数 寄付金額 活用事業

ま
ち
づ
く
り
全
般

福祉健康１９１件
（千円）
１０，６４４

◎社会福祉基金へ積み立て◎
子ども未来基金へ積み立て

教育文化 ７２件 ７，２９５

◎小・中学校の体育用品や楽
器などの購入◎文化活動に対
する支援◎社会体育事業の推
進

産業経済 ８２件 ７，５５０

◎観光の振興◎戊辰１５０周年
記念事業の推進◎商店街の環
境整備や活性化イベントなど
への支援◎地産地消運動の推
進

生活環境 ４６件 ２，０１０
◎環境フェスタの開催◎災害
時備蓄品の購入

都市基盤 ２７件 １，０００
◎道路や水路の整備◎都市公
園の整備

震災復興 ８件 ２４９小学校の耐震整備
そのほか １０件 ５０１スマートシティの推進・広報
指定なし２２４件 １２，９７１まちづくりのために活用

鶴ケ城整備 １５５件 ６，３２４若松城整備等基金へ積み立て
事業実施の
ための積み
立て

１２件 １，２８９
スマートシティ推進事業の実
施のための資金へ積み立て

合計 ８２７件 ４９，８３３

　婚姻歴のあるひとり親の人が、教育や福祉サービス

などを利用する際の利用負担額や支給額の算定の基と

なる「寡婦（夫）控除」は、これまで婚姻歴のないひとり

親の人にも、一部の事業でみなし適用されていました。

今回、国の制度の見直しで、寡婦（夫）控除のみなし適

用の範囲が拡大され、下表の事業が対象になります。

適用を受けるには申請が必要ですので、各担当課にお

問い合わせください。

◉問い合わせ…下表の担当課

福
祉

未婚のひとり親の人に寡婦（夫）
控除のみなし適用があります

みなし寡婦（夫）控除適用対象事業
事業名 担当課

◎障がい福祉サービス（介護給
付・訓練等給付）◎地域生活支
援事業

障がい者支援課（☎３９ｰ
１２４１）、こども家庭課（☎
２３ー ４５４５）

◎補装具費給付◎自立支援医
療（更生医療、精神通院）◎特
別障害者手当

障がい者支援課
（☎３９ｰ１２４１）

◎特定教育・保育施設及び特定
地域型保育事業などの利用者負
担額◎放課後児童健全育成事業

こども保育課
（☎３９ｰ１２３９）

◎特別児童扶養手当◎障害児福
祉手当◎ひとり親家庭医療費助
成◎障がい児福祉サービス◎母
子生活支援施設入所者負担金◎
助産施設入所者負担金◎高等職
業訓練促進給付金等事業◎子育
て短期支援事業

こども家庭課
（☎３９ｰ１２４３）

各種がん検診 健康増進課（☎３９ｰ１２４５）
市営住宅使用料 建築課（☎３９ｰ１２６８）

パコ
ブメ

　市では、今年の６月から８月にかけて、市内２３５カ

所で環境放射線量の詳細な調査を行いました。その結

果、全体の平均値は毎時０.０５５マイクロシーベルト（以

下、「μＳｖ／ｈ」）で、昨年の０.０７８μＳｖ／ｈよりも減少し

ました。放射線量が最も高かった所でも、昨年の０.１２０

μＳｖ／ｈから０.０７８μＳｖ／ｈに減少しています。

　平成２５年以降、年間の追加被ばく線量が１ミリシー

ベルト（０．２３μＳｖ／ｈ）を超える地区はなく、今年は０.２

ミリシーベルト（０.０７８μＳｖ／ｈ）を超える地区もありま

せんでした。今後も線量は減少すると見込まれていて、

健康への影響はないと考えられます。

　なお、詳しい情報は、市のホームページに掲載して

います。

◉問い合わせ…環境生活課（☎３９ｰ１２２１）

環
境

放射線量詳細調査の
実施結果を報告します

環境フェスタでは環境保全の大
切さをＰＲしました

いろいろ
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